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本資料及び本説明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する

記述・言明は、現在当社の経営陣が入手している情報に基づいて行った判断・評価・

事実認識・方針の策定等に基づいてなされもしくは算定されています。

また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想及びその記述を行う

ために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いてなされもしくは算定したものです。

将来の予測及び将来の見通しに関する記述・言明に本質的に内在する不確定性・不確

実性及び今後の事業運営や内外の経済、証券市場その他の状況変化等による変動可能

性に照らし、現実の業績の数値、結果、パフォーマンス及び成果は、本資料及び本説

明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する記述・言明と異な

る可能性があります。

※ 本資料中の「E」は記載の数値が計画または業績予想であることを表しています。
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1. NTTグループの概要
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NTTグループ

【参考】子会社数：967社（うち国内337社、海外630社）

日本電信電話株式会社（持株会社）

グループ全体の経営戦略の策定
基盤的研究開発の推進

総合ICT事業

地域通信事業

グローバル・ソリューション事業

その他（不動産、エネルギー等）

営業収益
（2023年度）

13兆3,746億円

※営業収益・営業利益は、各セグメント単純合算値
（セグメント間取引含む）に占める割合

40.1%

（6兆1,400億円）

20.8%

（3兆1,832億円）

28.5%

（4兆3,674億円）

10.7%

（1兆6,329億円）

営業利益
（2023年度）

1兆9,229億円

58.6%

（1兆1,444億円）

22.4%

（4,377億円）

15.9%

（3,096億円）

3.1%
（598億円）

従業員数
（2023年度末）

338,467名

15.1%

（51,061名）

19.9%

（67,193名）

57.1%

（193,513名）

7.9%

（26,700名）
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連結業績の推移

** EPSは、2015年7月1日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を2株に分割）、2020年1月1日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を2株に分割）、2023年7月1日を効力発生日とした株式分割(普通株式1株を25株に分割)を考慮

■営業収益
（兆円）

■営業利益
（兆円）

■ＥＰＳ
（円）

*  Tata Sons Limitedからの仲裁裁定金受領影響を除く当期利益は8,479億円

* *

■EBITDA
（兆円）

4.7 

7.0 
7.8 

9.1 8.8 
9.2 

9.9 

13.2 
13.9 

15.1 13.0 

グローバル拡大

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度*            2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度E

[IFRS] [IFRS] [IFRS] [IFRS] [IFRS] [IFRS] [IFRS]

ドコモ100%化

利益成長×自己株取得

3.06 3.28 3.18 3.22 3.24 2.97 3.11 3.25 3.29 3.42 3.33 

東西効率化・ドコモ成長
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株価

※2015年7月1日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を2株に分割）、2020年1月1日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を2株に分割）、2023年7月1日を効力発生日とした株式分割(普通株式1株を25株に分割)を考慮

(単位：円)

2012年11月8日
中期経営戦略

「新たなステージをめざして」を公表

2018年11月6日
中期経営戦略

「Your Value Partner 2025」を公表

2023年5月12日
中期経営戦略

「New value creation & Sustainability 
2027 powered by IOWN」を公表

2020年9月29日
ドコモ完全子会社化発表

2014年5月13日
光コラボ発表

2010年7月15日
Dimension Data買収発表

2010年4月1日
株価 39.6円

2024年6月17日
株価 144.9円

200

160

120

80

40

2024
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2024年度 業績予想の概要

連結収支計画

※当期利益は、当社に帰属する当期利益（非支配持分帰属分控除後）を記載しております。

2023年度
実績

2024年度
業績予想

対前年

営業収益 13兆 3,746億円 13兆 4,600億円 ＋854億円

営業利益 1兆 9,229億円 1兆 8,100億円 ▲1,129億円

当期利益※ 1兆 2,795億円 1兆 1,000億円 ▲1,795億円

EBITDA 3兆 4,181億円 3兆 3,300億円 ▲881億円

◼ 営業収益は対前年増収、営業利益・当期利益は対前年減益
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中期目標達成に向けた取り組み

◼ 一過性の要因を除いたベースの利益は拡大（23年度→24年度）

◼ 中期目標のEBITDA+20%増の達成に向け、以下取り組みを推進

2027年度
（計画）

2023年度 2024年度
（計画）

成長分野への積極投資、
リターンの最大化

統合シナジー等を活かした
国内外法人ビジネス強化

抜本的なコスト構造改革

一過性要因
（ノンコア資産スリム化等）

EBITDA

3.3兆円

ノンコア資産スリム化
影響等除き

3.3兆円

約4兆円

+20%増
(対2022年度)
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2. AI駆動型社会とは何か
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デジタル駆動型社会

Cyber Physical Systemの実現
2017年1月 情報通信審議会
「第三次中間答申（案）概要」 資料を修正・加筆

データ駆動型社会

◼データ駆動型社会とは、AIやIoTなどのデジタル技術によるサイバー空間と

現実世界が相互連関し、大きな社会的価値を生み出していく社会
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AI駆動型社会

Cyber Physical Systemの実現
2017年1月 情報通信審議会
「第三次中間答申（案）概要」 資料を修正・加筆

データ駆動型社会

AIの進化加速により、

デジタル駆動型社会から

 AI駆動型社会が現実に
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AIを活用した先進サービス

物流 モビリティ

医療

➢ 需要予測と在庫管理の最適化

➢ 倉庫内の商品ピッキング・梱包自動化

➢ 倉庫内の在庫や配送ルートの最適化

➢ 画像認識による危険回避と自動運転の支援、
運転ルートの最適化

➢ バッテリー寿命予測、交換時期の最適化

➢ 手術ロボットによる外科医の操作支援と安全性向上

➢ バイオマーカー探索による創薬研究支援

➢ 医療画像のAI解析、疾患検出支援

金融

➢ 不正アクセス、マネーロンダリングの自動検出による
リスクマネジメント強化

➢ マクロ市場分析や企業リサーチの自動化､精度向上
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May Mobility 自動運転
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AI化の進展がもたらす

影響とは？

• AI開発競争の進展

• AI市場の成長

• AIを支えるデータセンター市場の成長
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AI開発競争の進展

データセンターに
最適な建設用地の争奪戦

AIの演算処理に
最適なGPUの寡占

安定した
電力供給

都市近郊

データ量増加に伴う
消費電力の拡大

自然災害

への耐性

基幹通信NW
へのアクセス

◼ AI開発競争の激化に伴い、データセンターの需要が急拡大し、建設用地や電力の獲得競争に発展

◼ AI開発に求められる膨大な演算処理に最適なGPUの寡占も進行し、このGPUの獲得競争も激化

NVIDIA
92%

AMD 3%
他 5%

※「生成AIの世界市場の分析 (2023年～2030年)」

（https://www.gii.co.jp/report/iot1395123-
generative-ai-market-report.html）に基づく

https://www.gii.co.jp/report/iot1395123-generative-ai-market-report.html
https://www.gii.co.jp/report/iot1395123-generative-ai-market-report.html
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AI市場の成長

※「令和6年版 情報通信白書（総務省）」（ https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r06/html/nd219100.html ）を修正・加筆

◼AIの市場規模は、今後も加速度的な成長が予測される
◼特に生成AI市場は、2032年には2023年比で約20倍と、大幅に拡大見込み

約20倍

生成AI市場規模の推移及び予測（単位:百億ドル）
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様々なAIプレイヤーの参入

◼膨大なデータを学習し、新しいコンテンツを生み出す生成AIを中心に、

様々なプレイヤーによるAI開発競争が激化
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AIを支えるデータセンター市場の成長

$19.8 $21.2 $22.7 $24.2 $25.7 $27.4 $29.1 $30.9 $32.7

$10.5
$12.6

$15.2
$18.0

$22.4
$27.6

$33.3
$39.9

$46.2

$19.3
$22.2

$25.5

$28.8

$32.7

$36.7

$41.4

$46.3

$51.8

$1.2

$1.3

$1.5

$1.8

$2.3

$3.0

$3.8

$4.8

$6.1

$0.0

$20.0

$40.0

$60.0

$80.0

$100.0

$120.0

$140.0

$160.0

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

North America EMEA Asia Pacific Latin America

50.8
十億ドル

136.8
十億ドル

◼ データセンターの市場規模は508億ドルから2028年には1,368億ドルに達する見込み

データセンターの需要は急激に拡大
(2028年までに年平均13.5%)

ハイパースケーラー向け、
エンタープライズ向け共に同様の伸び

AI需要により
更に20%超の伸びが見込まれる

グローバル DCコロケーション市場規模
（単位:十億ドル）
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◼生成AIの需要は、現在の需要予測を20%以上増加させると予想

平均20%

生成AIによるデータセンター需要の拡大

AIを伴うデータセンター市場規模は
2028年までに1,500億ドルを超える見込み

生成AIにより、データセンター需要は、従来の
予測に加えて17~44% (平均20%以上*)
の追加成長がもたらされる見込み

旺盛な需要に対する供給が限られるなか、
AI需要は更なる価格と容量の増加をもたらす

*平均値は市場調査を基にしたNTT予測

AIを支えるデータセンター市場の成長
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3. 中期経営戦略
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中期経営戦略

NTTは挑戦し続けます

新たな価値創造と

地球のサステナビリティのために

～ Innovating a Sustainable Future for People and Planet ～

New value creation & Sustainability 2027
powered by IOWN

（2023年5月公表）

中期経営戦略 より
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取り組みの柱

1.新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支えるNTTへ

3. 従業員体験（EX）の高度化

i. 光電融合デバイスの製造会社設立
ii. IOWN研究開発・実用化の加速

2. お客さま体験（CX）の高度化

① IOWNによる新たな価値創造（構想から実現へ）

i. パーソナルビジネスの強化
ii. 社会･産業のDX/データ利活用の強化
iii. データセンターの拡張・高度化

②データ・ドリブンによる新たな価値創造

i. グリーンソリューションの実現
ii. 循環型ビジネスの創造
iii. ネットゼロに向けて

③循環型社会の実現

④ 事業基盤の更なる強靭化

⑤ 研究開発とマーケティングの融合

⑥ お客さま体験（CX）を重視したサービスの強化

⑦ オープンで革新的な企業文化へ

⑧ 自律的なキャリア形成への支援強化

⑨ 全世界の従業員の家族を含めたサポートプログラム
の強化・充実

New value creation & Sustainability 2027
powered by IOWN

（2023年5月公表）

中期経営戦略 より
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成長のために８兆円投資します

（新たな価値創造）
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成長分野への投資拡大

5年間で成長分野に約8兆円の投資

2015 2022 2027

50％UP

（年度）

1兆円/年

0.6兆円/年

1.5兆円/年

1兆円/年

5年で
約8兆円

トータル
約12兆円

New value creation & Sustainability 2027
powered by IOWN

（2023年5月公表）

中期経営戦略 より
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成長分野への投資拡大

5年間で成長分野に約8兆円の投資

社会・産業のDX/データ利活用の強化

データセンターの拡張・高度化

パーソナルビジネスの強化

循環型社会の実現

IOWNによる新たな価値創造、その他

約1.5兆円

約1兆円

約1兆円

約1.5兆円

約3兆円
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(1) データ・ドリブンによる新たな価値創造

① 社会・産業のDX/データ利活用の強化
（データセンタ・tsuzumi等）

（2023年5月公表）

中期経営戦略
New value creation & Sustainability 2027

powered by IOWN
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金融・保険 医療・
ヘルスケア 等

行政サービス

製造業 等

通信・メディア

街づくり
（スマートシティ）

AI・ロボットの
高度化

1. 新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支えるNTTへ

データ・ドリブンによる新たな価値創造（スマートワールド）

ⅱ.社会･産業のDX/データ利活用の強化（AI･ロボットの活用）

◼ 技術やソリューション等をグローバルで相互に展開し、生活や社会を支える産業を変革

～ デジタルビジネス等に 約3兆円以上/5年 の投資を実施 ～

IOWN デジタルツイン

相互展開

金融・保険 医療・
ヘルスケア 等

行政サービス

製造業 等

文化・教育

街づくり
（スマートシティ）

AI・ロボットの
高度化

グローバルでのデジタル・ビジネス・イノベーション国内産業におけるDXとデータ利活用の推進

New value creation & Sustainability 2027
powered by IOWN

（2023年5月公表）

中期経営戦略 より
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データセンターSilicon Valley SV1 Data Center
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※1 Structure Research 2023 Reportより中国事業者を除き再集計 ※2 第三者資本活用による設備投資は含みません

※3 データセンターにおけるGHGプロトコルのScope1（自らの温室効果ガスの直接排出）、Scope2（他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出）が削減対象

※4 MW数はNTTコミュニケーションズグループ及びNTT Ltd. Groupで所有するビル（第三者とのJV含む）における電力容量

Americas EMEA APACIndia
日本 インドネシア

マレーシア シンガポール 等

ドイツ イギリス
オランダ スイス 等

データセンター事業の拡張・高度化
◼ 世界第3位※1のデータセンター基盤の更なる拡張とIOWN技術の導入による高度化を推進

～ 約1.5兆円以上※2/5年 の投資を実施 ～

◼ 2030年度カーボンニュートラルの実現※3

2024年
3月

2023年
3月 300MW

344MW

782MW今後

400MW

430MW

484MW

150MW

292MW

503MW

250MW

281MW

341MW

2027年度までに倍増（2023年度比）をめざす
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Americas EMEA

India APAC

拡大戦略

ハイパースケーラーを
中心とした

先進需要の取り込み

環境負荷に
配慮した

需要への対応

市場拡大地域に
おけるNo.1シェアの

維持・向上

今後の市場成長を
踏まえた
着実な拡大
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市場におけるNTTのポジション
データセンター事業者シェア1

データセンター事業者で
NTTは世界第3位

1 中国事業者を含まず。Structure Research May 2023 ReportよりNTTにて作成

事業者

1 Equinix

2 Digital Realty

3 NTT GDC

4 Digital Bridge

5 CyrusOne

6 KDDI

7 American Tower

8 Cyxtera

9 Flexential

10 QTS

Others

12%

9%

6%

3%
3%

Total
$51.8B

Global IDC MarketScape Vendor Assessment 2 

IDCによる評価でリーダーポジションを獲得

2. IDC 2021
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NTT版生成AI（LLM）

✓ 日英対応・日本語は世界トップクラス

✓ 高いコストパフォーマンス

✓ 柔軟かつ低コストなカスタマイズ性

✓ 日本初！マルチモーダル※

※ テキスト・画像・音声・動画など複数の種類のデータを一度に処理できるAI技術
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導入相談 650+

tsuzumiの好調な引き合い
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機密データ活用というプライベートな
ネットワークに適したニーズにも対応

グローバルなお客さまが活用する
Microsoftのクラウド上で利用可能

NTTグループのデータセンターお客さま事務所等

＋

＋

tsuzumiの連携拡大
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レイヤー 取り組み

業務・業界横断

連鎖型AIサービス

分散型データセンター

省電力GPU基盤

2024年8月

ト
ー
タ
ル
で
サ
ポ
ー
ト

新会社
NTT AI-CIX設立ソリューション/

アプリケーション

インフラ

農業卸
AI

セキュリティ
連鎖型AI

サプライチェーン
横断AI

光電融合デバイス

◼ 連鎖型AIを推進するを株式会社NTT AI-CIXを2024年8月に設立
◼ 今後のAI活用促進には、サステナブルなインフラ基盤とともに業務・業界横断した連鎖型AIが必要

連鎖型AI推進に向けた会社設立
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業界連鎖型AI

連鎖型AIによるAI導入効果の最大化

◼業務・業界横断の連鎖型AIによって全体の自動化を図り、

AI導入効果を最大化させる

小売業AI卸・物流業AI調達・製造業AI

△△業務AI

××業務AI

〇〇業務AI

△△業務AI

××業務AI

〇〇業務AI

△△業務AI

××業務AI

〇〇業務AI

サプライチェーンにおける連鎖型AIの導入イメージ

＋

調達
・

製造
卸・物流 小売 消費者

業務
連鎖型AI
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(1) データ・ドリブンによる新たな価値創造

（2023年5月公表）

中期経営戦略
New value creation & Sustainability 2027

powered by IOWN

② パーソナルビジネスの強化



38Copyright NTT CORPORATION

データ・ドリブンによる新たな価値創造（スマートワールド）

お客さま

フィードバック

アプローチ

パーソナライズされた

最適なサービスの提案・提供

データ
プラットフォーム

AIによる分析

多様な
サービス提供

自社/パートナーのお客さま情報の蓄積

◼ パーソナルビジネス等の成長分野への積極的投資を実施

ヘルスケア・メディカルサービス

データ利活用に基づく

高度な医療サービスの享受

様々なサービスを共通の

アプリケーションからワンストップで利用

金融サービス

パートナーお客さま基盤ドコモお客さま基盤

1. 新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支えるNTTへ

～ 約1兆円以上/5年 ～

ⅰ. パーソナルビジネスの強化（ドコモ・スマートライフ事業の強化）

・・・

New value creation & Sustainability 2027
powered by IOWN

（2023年5月公表）

中期経営戦略 より
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金融サービスの拡大・強化

◼ データを活用し、一人ひとりに最適な金融商品をタイムリーに
提案できるように、MONEX等との資本提携他、業務提携を推進

ユーザー接点の魅力向上

クロスユースによる利用拡大

✓ dカードでの積立やdポイントを利用した投資信託の購入、

初心者向け資産形成サービスの提供 等

保険

融資

投資

・

・はなさく生命との協業による生命保険・医療保険提供開始

・イーデザイン損保との協業による自動車保険提供開始

との資本業務提携

との資本業務提携

・

✓ 新たなローン商品の共同開発・販売

✓ 両社のデータを活用した一人ひとりへの最適な商品の提案 等
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データドリブンによるB2Cビジネスの進化

◼ dポイントクラブ会員基盤をベースに金融CRMを強化

dポイントクラブ会員基盤

金融CRM

ライフステージ､ライフイベント､資産に応じたタイムリーなご提案
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ドコモのマーケティングソリューション

◼ マーケティングソリューション領域における更なる事業拡大のため、
インテージHDをNTTドコモ子会社化

◼ 2024年8月より、インテージを活用した更に高度なマーケティングソリューション
を提供開始

めざす姿

顧客1人1人に紐づく

ドコモの会員基盤(約1億人)

マーケティングリサーチ市場
デジタル広告・

販促市場

市場調査
商品開発

調達・生産
・物流

販売・
サービス

プロモーション
/CRM

マーケティングリサーチ事業
国内No.1※

（証券コード：4326、売上高：633億円）

㈱インテージHD

※㈱インテージHD HP（https://www.intageholdings.co.jp/ir/investor/naruhodo/advantage/）より
「『ESOMAR Global Market Research 2023』ESOMAR‘s Global Top-50 Insights Companiesに基づく」

https://www.intageholdings.co.jp/ir/investor/naruhodo/advantage/
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脱炭素を実現します

（地球のサステナビリティ）
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（2023年5月公表）

中期経営戦略
New value creation & Sustainability 2027

powered by IOWN

より

(2) 循環型社会の実現
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1. 新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支えるNTTへ

循環型社会の実現
ⅰ.グリーンソリューションの実現

◼ 「グリーンエネルギー × ICT」で実現するグリーンソリューションを推進 ～ 約1兆円/5年 の投資を実施 ～
◼ 再生可能エネルギーの発電事業を拡大するとともに、地産地消型の最適化・効率化された電力の安定供給を実現

※1 Energy Management System（エネルギーマネジメントシステム）

グリーンエネルギー

ICT
データ収集、

AIによる分析・予測 EMS※1

分散型データセンタ

工場

バイオマス

水力

太陽光

風力

EV

蓄電池 蓄電池

IOWN

地域グリッド

再エネ発電 地産地消型の電力安定供給

New value creation & Sustainability 2027
powered by IOWN

（2023年5月公表）

中期経営戦略 より
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2018年度 2023年度 2030年度 2040年度

●

実績

232万トン

●

●
95万トン

実績 2,103万トン

●
カーボン

ニュートラル

2040年

NTT Green 

Innovation toward 

2040

Scope3削減の主な取り組み

サプライヤとの更なる連携強化

NTTグループの温室効果ガス排出量の削減イメージ
（国内＋海外）

2040
ネットゼロ

中間目標
▲40％

• 排出量の可視化・目標策定の
働きかけ及び支援

• データセンターのお客さま等への
再生可能エネルギー導入支援

• クラウドサービスの提供、
製品の省エネ推進

◼ Scope 1&2の2023年度実績は232万トンとなり、
2040年カーボンニュートラルに向けた計画以上に削減し、順調に進捗している

◼ サプライヤへの排出量可視化・削減の働きかけ及び支援、お客さまへの再生可能エネルギー導入の
支援等の取り組みを通じて、2030年度Scope 1&2&3で1,700万トンをめざす

1,700万トン

■ Scope 1&2&3 2,835万トン

Scope1&2

■

お客さまの脱炭素の貢献

※ Scope1:自らの温室効果ガスの直接排出、Scope2:他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出、Scope3:事業者の活動に関連するサプライチェーンでの排出

■

ネットゼロに向けて
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◼開発中の案件を含め、2023年6月時点で26.9億kWhの再エネ電源を保有

◼ 2023年8月、(株)グリーンパワーインベストメントの株式取得により
2030年目標の達成が視野に

※1 再生可能エネルギー保有量（2020年）、※2 再生可能エネルギー保有量（2023年6月）

再エネ電源の獲得状況
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環境に配慮したデータセンター

高発熱サーバの一般化

IP関連機器の性能アップ

消費電力

増加
超省電力ICT基盤によるグリーン対応

データセンターの省エネルギー推進
2030

データセンター/

NWのカーボン

ニュートラル

2040
NTTグループ

カーボン

ニュートラル

2020
●

2022
●

2023
●

2024
●

2025以降
●

グリーン電力

の提供開始

2021
●

◼データセンターにおいても、省エネルギー化の取り組みを加速

間接蒸発冷却式

空調導入

開設予定

未対策の場合

温室効果ガス

排出量は急上昇
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（2023年5月公表）

中期経営戦略
New value creation & Sustainability 2027

powered by IOWN

より

(3) IOWNによる新たな価値創造
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◼ AIの活用拡大等に伴う消費電力増大への解決策として、低消費電力を実現する光電融合デバイスの
早期事業化に向け、｢NTTイノベーティブデバイス株式会社｣を2023年6月に設立

（出資金300億円でスタート、順次増資を検討）

i. 光電融合デバイスの製造会社設立

◼ IOWN（6G等含む）研究開発全体で、2023年度は 約1,000億円、以降も継続的に

資金を投下し、サーバー（SWB※1）や、DTC ※2等の実用化も加速

ii. IOWN（6G等含む）研究開発・実用化の加速

光電融合
デバイス

IOWN1.0 IOWN2.0 IOWN3.0 IOWN4.0

チップ内光化ボード接続用デバイス
ネットワーク向け
小型/低電力デバイス チップ間向けデバイス

2022年度 2023年度- 2029年度-2025年度- 2030年度以降

IOWNによる新たな価値創造（構想から実現へ）

※1 Super White Box ※2 Digital Twin Computing

1. 新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支えるNTTへ

電力効率
100倍へ

New value creation & Sustainability 2027
powered by IOWN

（2023年5月公表）

中期経営戦略 より
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電子から光へ

性能限界

半導体 ：技術的課題＆投資額の増大

電子技術の処理

消費電力：消費電力増加による熱処理の限界

光技術をチップ内の信号処理に導入

大幅削減

光電融合型の処理

消費エネルギー

現状 将来

◼新たな低消費エネルギー、高速信号処理技術の確立
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IOWN2.0 コンピューティング領域へ

電力効率

従来

8倍

IOWN2.0

100倍*

IOWN4.0

開発中の光エンジン/スイッチボードイメージ

◼ コンピューティング領域を切り開く大容量・低電力・小型の光エンジンを開発

◼ xPUやメモリ間を電気ではなく光で接続することで超低消費電力なIOWNコンピューティングを実現

◼ 光エンジンは商用に向けた試験を実施中。光エンジンを搭載したスイッチボードを2025年度提供予定

* APN,サーバー等含めたフォトニクス適用部分全体での電力効率値
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宇宙統合コンピューティング・ネットワーク

◼ ㈱スカパーJSAT HDと業務提携し、宇宙統合コンピューティング・ネットワークによる
イノベーションで新たな宇宙インフラを構築し、持続可能な社会に貢献



Copyright NTT CORPORATION

(4) 事業基盤の更なる強靭化

（2023年5月公表）

中期経営戦略
New value creation & Sustainability 2027

powered by IOWN

より
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・品質の高い、安定したＮＷの実現

・セキュリティニーズの高まり

・激甚化する自然災害への対応

「レジリエンス」
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事業基盤の更なる強靭化

1. 新たな価値の創造とグローバルサステナブル社会を支えるNTTへ

システム冗長化

エリア分割

サービス分割

Cエリア
装置

Bエリア
装置

Aエリア
装置

リソース拡張

IoT一般音声

故障時の影響最小化故障発生の未然防止人的ミスの発生防止・運用支援

異常トラフィックの流入規制

強靭なNW/システムの構築
世
界
標
準
の
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策

データ
レイク

IOWN技術

ネットワーク

AI

NW状況の
可視化

シミュレーション 故障予知・
切替

◼ 大規模故障やサイバー攻撃等の発生を踏まえた強靭なネットワーク/システムを実現し、社会インフラを強化するとともに、
激甚化する自然災害等への対策を強化

～ 2025年度までに1,600億円規模※1の投資を実施 ～

サプライチェーンのリスク分散、オフィスの地域分散等

AI、データ等を活用したプロアクティブな対応・支援等

災害別リスクシナリオの強化

EVやオンサイトPPAによる電源供給

送信元

NTT装置

A B

大量呼を
検知・破棄

大量送信

システムの分割設置

DTC※2 CF※3

増設
NW
装置

NW
装置 拡張

災害対策の更なる強化

※1 その他の信頼性向上施策も含む ※2 Digital Twin Computing ※3 Cognitive Foundation

New value creation & Sustainability 2027
powered by IOWN

（2023年5月公表）

中期経営戦略 より
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◼ 2,000人規模で昼夜を問わず復旧活動に尽力し、発災から17日で応急復旧を完了※1

◼ 復旧活動を続け、モバイル・固定ともに一部エリアを除き復旧完了※2 。今後は街の復興計画に合わせて対応

※1 立ち入り困難箇所を除く ※2 舳倉島や立ち入り困難箇所を除く

移動電源車による
通信ビルの電源救済

能登半島地震における復旧対応
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4. 既存分野（通信事業）の

持続的成長に向けて
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11.1 11.5 11.4 11.8 11.9 11.9 11.9 12.2
13.1 13.4 13.5

1.08 

1.35 

1.54 

1.64 
1.69 

1.56 

1.67 

1.77 
1.83 

1.92 

1.81 

連結業績の推移

** EPSは、2015年7月1日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を2株に分割）、2020年1月1日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を2株に分割）、2023年7月1日を効力発生日とした株式分割(普通株式1株を25株に分割)を考慮

■営業収益
（兆円）

■営業利益
（兆円）

■ＥＰＳ
（円）

*  Tata Sons Limitedからの仲裁裁定金受領影響を除く当期利益は8,479億円

* *

■EBITDA
（兆円）

4.7 

7.0 
7.8 

9.1 8.8 
9.2 

9.9 

13.2 
13.9 

15.1 13.0 

グローバル拡大

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度*            2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度E

[IFRS] [IFRS] [IFRS] [IFRS] [IFRS] [IFRS] [IFRS]

ドコモ100%化

利益成長×自己株取得

3.06 3.28 3.18 3.22 3.24 2.97 3.11 3.25 3.29 3.42 3.33 

東西効率化・ドコモ成長
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ドコモの取り組み
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お客さま体感品質の向上

◼ Sub6基地局の増強等により、お客さま体感品質を改善

Sub6エリア拡大状況（山手線エリア）

2024年3月末時点 2024年8月末時点

※ピンクは2025年3月末までに拡大予定のエリア

©OpenStreetMap cotributors

110%
130%

都市部を中心に
Sub6エリアを拡大

平均スループット 20% 向上

鉄道動線対策を強化
～山手線対策結果～

2025年3月

©OpenStreetMap cotributors

https://www.openstreetmap.org/copyright
https://www.openstreetmap.org/copyright
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ネットワーク装置の高性能化とコスト効率化

現在
vRAN

最新型の基地局装置

都市部を中心に展開した
5G初期の基地局装置

2019.9
プレサービス

2020.3
商用サービス

装置の機能向上により
品質向上・低価格・低消費電力等を実現

現状の基地局装置

5G基地局装置の移行

◼ 広く国内外の基地局ベンダから、高性能で効率の良い最新型装置を調達する方針
◼ 直近では海外ベンダの装置を調達し、基地局装置の一部置き換え及び新規拡大に利用
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チャネルの競争力強化

◼チャネル特性を活かした顧客接点拡大及び提案力強化

コンタクトセンター デジタル

フォローコールでの
提案力強化

オウンドアプリ等による
利用促進・サービス提案

ドコモショップ量販

サービスミックス提案強化
出張イベントの実施

対
面

非
対
面

販売人員
施策店舗拡大
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お客さま体験（CX）を重視したサービス強化

◼ 決済手段のご利用状況に応じてdポイント（期間・用途限定）がたまる
新料金プラン「ドコモポイ活プラン」を2024年4月より順次開始

※ネットワーク混雑時・大量通信時などに通信制限がかかる場合があります。
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NTT東西の取り組み
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法人向けネットワーク事業の進化・拡大

◼既存の光ネットワークを最大限に活用し、強みである地域とのコネクション、
エンジニアリング力を活かした、社会のデジタル化を捉えたネットワーク事業を拡大

今後のデジタル社会基盤の下支え

自治体 省庁

教育 民需医療

クラウド統合基盤
第5次LGWAN

ガバメント
ソリューションサービス

次期GIGAスクール
学術情報NW

全国医療情報
プラットフォーム

インダストリークラウド
DC間NWの需要増

運用・保守地域密着

ベンダ連携ネットワーク多拠点対応

運用・保守地域密着

ベンダ連携多拠点デリバリ
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DX･AIによる通信オペレーション改革
◼ 人手中心のフロント・バックヤード有人対応業務を、DX・AIを全面活用し再設計

⇒徹底的な効率化と “ゼロタッチ化（無人化）”

◼ 約半分の人員に削減することで、27年度に180億円の利益改善をめざす

開通工事販売

現状

27年度以降

効果

7,800人1,700人

利益 20億

SO(申込処理)

1,850人

稼働取得 住所登録 設備設計

800人

0人

受付

4,000人

2,700人3,600人

利益 160億

OpS自動要求不可→専用システム投入

OpS

フロント バックヤード

人手による

工事稼働取得/設備設計
人手による物品要求注文呼（20%）問合せ等注文以外の呼

（80%）

部分最適化したシステム/

人手による申込処理

DX自動化による

工事手配業務の自動化
Web/AI応対による

無人化
インサイドセールス

リソース強化
DX自動化による

SO自動流通＆迅速/柔軟な開発を実現

住所登録

稼働取得 設備設計

自動流通
（フロースルー）

申込IF

基幹OpS

情報流通PF(iPaaS×BPMS)

×
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DX･AIによる通信オペレーション改革
◼ オンサイト業務等の人手による作業はAI画像診断等の技術を活用することで業務を高度化

◼ NW装置の運用における定型反復業務は、DX・AIを全面活用し“ゼロタッチ化（無人化）”
させることで、27年度に110億円の利益改善をめざす

1,700人 7,600人 10,400人

設備系業務

保全/故障修理 基盤構築/設備運用

利益 110億

1,150人 7,600人

人手による

問診/故障切り分け等
人手による

オンサイト保守/点検

Web/AI応対による
簡易問診/切り分けの無人化

AI画像診断による
スマート点検

現状

27年度以降

効果

生成AIを活用した
AI-IVRによる応対

Web完結

DXと業務統一による
エリアフリー化

エリアフリーで
業務を遂行

DX自動化による
ゼロタッチオペレーション

NW装置アラーム 影響把握
回復シナリオ
自動配信

人手による
NW装置アラーム確認/対処

手動対処NW装置アラーム

各エリアに
分散したセンタ業務

エリアごとに
センタを設置

6,500人

MMSで画像取得 画像をAIが遠隔診断
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光回線拡販に向けた取り組み

ARPU拡大が見込まれる
光クロス提供エリア拡大を通じ、光基盤を拡大

高速光サービスの提供エリア拡大 マンション向け販売強化

デベロッパ・管理会社と連携強化した
全戸一括拡大により、中長期的な収入を維持

2025 202720232021

20％

5％

北関東・長野・
東北・山梨・
広島・福岡・愛媛・
岡山・熊本 等へ
順次拡大

北海道・宮城・新潟・三
重・奈良 等一部

首都圏4都県・
京都・静岡 等一
部

東京23区・
大阪・名古屋一
部

需要を踏まえ
順次拡大
需要を踏まえ
順次拡大

世帯カバー率

60％超

全戸一括導入戸数

2022 2023 2024 2027

ホテル業界やサービス付
高齢者向け住宅等へも

販売拡大

1.7倍

1.3倍
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中期財務目標

（2023年5月公表）

中期経営戦略
New value creation & Sustainability 2027

powered by IOWN

より
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※3 NTTドコモ・コンシューマ通信事業、NTT東日本、NTT西日本 ※4 お客さま体験（CX）をより強化する観点から、2024年度より非財務指標の重要指標として設定

＋20％ 増加（対2022年度）EBITDA全社目標

成長分野※1

既存分野※3

EBITDA

海外営業利益率※2

EBITDA

ROIC

＋40％ 増加（対2022年度）

10％（2025年度）

＋10％ 増加（対2022年度）

9％ （2022年度実績：8.2%）

目標指標 目標水準(2027年度)

上記に加え、サステナビリティ関連指標を設定

•女性新任管理者登用率：毎年30%以上

•温室効果ガス排出量：2040年度カーボンニュートラル、ネットゼロをめざす

•従業員エンゲージメント率：対前年改善

中期財務目標

※1 IOWN、デジタル・データセンター、電力・エネルギー、スマートライフ、不動産、AI・ロボット等 ※2 NTTデータグループ連結。買収に伴う無形資産の償却費等、一時的なコストを除く

New value creation & Sustainability 2027
powered by IOWN

（2023年5月公表）

中期経営戦略 より

•顧客エンゲージメント（NPI、NPS®）※4※5 ：対前年での改善

※5 NPI（Net Purchase Intention）は継続利用意向、NPS（Net Promotor Score）は他者への推奨度を測る指標
Net Promotor Score及びNPSは、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド・サトメトリックス・システムズ（現NICE Systems, Inc）の登録商標
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2027年度2022年度

＋20％ 増加

4兆円

3.3兆円

2027年度に向けて成長のためのキャッシュ創出力を増大し、

EBITDA 約4兆円をめざす

さらに未来のためにキャッシュ創出力を拡大 New value creation & Sustainability 2027
powered by IOWN

（2023年5月公表）

中期経営戦略 より
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5. 株主の皆さまへ

（還元方針）
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株主還元の方針

◼配当政策

継続的な増配の実施を基本的な考えとする

◼自己株式の取得

機動的に実施し、資本効率の向上を図る
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12.3%13.0%

17.1%

23.0%
19.5%

27.5% 32.3%31.2%

38.2%

37.2%

33.4%

38.0%

31.4% 30.7%32.9%

40.9%41.1%42.3%

34.9%
34.5%33.8%

40.0%

5%

25%

45%

65%

85%

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

継続的な増配

（単位：円） ● 配当性向

◼ 2024年度配当予想は年間5.2円

◼ 2011年度から14期連続増配の予定 5.2

0.5

• 2009年1月4日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を100株に分割） 、2015年7月1日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を2株に分割）、2020年1月1日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を2株に分割）、
2023年7月1日を効力発生日とした株式分割（普通株式1株を25株に分割）を考慮

• 2017年度以前は米国会計基準、2018年度以降は国際財務報告基準（IFRS）を適用

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度E
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自己株式取得

◼ 2023年度までに累計約5.5兆円の自己株式取得を実施

◼ 2024年8月に、上限2,000億円の自己株式取得（～2025.3）を決議

* 2024年8月7日に2,000億円（上限）の自己株式取得を決議。取得期間：2024年8月8日～2025年3月31日

2,000*

（上限）

約 5.5兆円 の自己株式取得を実施

（単位：億円）

1,200

862 1,000

3,665

5,394

2,000

944

3,817

1,500

4,065

3,381

936

3,741

2,352

2,580

5,011

2,500 2,500
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投資しやすい環境へ：株式分割の実施

◼当社普通株式1株を25株に分割（2023年7月1日に効力発生）

◼新NISA制度導入を踏まえ、米国優良銘柄並みの水準に
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